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確認検査業務手数料規程 

（趣 旨） 

第１条 この確認検査業務手数料規程は、別に定める一般財団法人宮城県建築住宅センタ

ー確認検査業務規程（以下「業務規程」という。）に基づき、一般財団法人宮城県建築住

宅センター（以下「センター」という。）が実施する確認検査業務に係る手数料について、

必要な事項を定める。 

 

（建築物等に関する確認申請手数料） 

第２条 業務規程第４６条第１項に規定する確認審査の申請手数料は、確認申請１件につ

き次の表に定めるとおりとする。ただし、特例とは建築基準法（昭和２５年法律第２０１

号。以下「法」という。）第６条の４に規定する建築物の建築に関する確認の特例をいう。  

  なお、構造計算書を添付して申請する場合は、確認の特例の有無に関わらず特例無しの

場合の表の額とする。また、特例有りでかつ床面積の合計が１，０００㎡を超える場合も

同様とする。 

 

特例有りの場合 

床面積の合計 手数料の額 

３０㎡以内 １２，０００円 

３０㎡を超え１００㎡以内 ２１，０００円 

１００㎡を超え２００㎡以内 ３０，０００円 

２００㎡を超え３００㎡以内 ４２，０００円 

３００㎡を超え５００㎡以内 ５２，０００円 

５００㎡を超え１，０００㎡以内 ７２，０００円 

 

特例無しの場合 

床面積の合計 手数料の額 

３０㎡以内 ２３，０００円 

３０㎡を超え１００㎡以内 ３９，０００円 

１００㎡を超え２００㎡以内 ５９，０００円 

２００㎡を超え３００㎡以内 ７６，０００円 

３００㎡を超え５００㎡以内 ８９，０００円 

５００㎡を超え１，０００㎡以内 １３０，０００円 

１，０００㎡を超え２，０００㎡以内 ２００，０００円 

２，０００㎡を超え３，０００㎡以内 ２８０，０００円 

３，０００㎡を超え４，０００㎡以内 ３４０，０００円 



2 

４，０００㎡を超え５，０００㎡以内 ３８０，０００円 

５，０００㎡を超え６，０００㎡以内 ４２０，０００円 

６，０００㎡を超え８，０００㎡以内 ４６０、０００円 

８，０００㎡を超え１０，０００㎡以内 ５２０，０００円 

１０，０００㎡を超え１５，０００㎡以内 ６１０，０００円 

１５，０００㎡を超え２０，０００㎡以内 ７００，０００円 

２０，０００㎡を超え３０，０００㎡以内 ８１０，０００円 

３０，０００㎡を超え５０，０００㎡以内 ９５０，０００円 

５０，０００㎡を超え７０，０００㎡以内 １，０５０，０００円 

７０，０００㎡を超え１００，０００㎡以内 １，１１０，０００円 

１００，０００㎡を超えるもの １，１５０，０００円 

 

２ 前項の表の床面積の合計は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める面

積について算定する。 

（１） 建築物を建築する場合（次号に掲げる場合及び移転する場合を除く。）にあっては、

当該建築物に係る部分の床面積 

（２） 確認を受けた建築物の計画の変更をして建築物を建築する場合（移転する場合を除

く）にあっては、当該計画の変更に係る部分の床面積の２分の１（床面積の増加す

る部分にあっては、当該増加する部分の床面積） 

（３） 建築物の移転、大規模な修理若しくは大規模の模様替えは、その用途を変更する場

合（次号に掲げる場合を除く。）にあっては、当該移転、修繕、模様替え又は用途の

変更に係る部分の床面積の２分の１ 

（４） 確認を受けた建築物の計画を変更して建築物の移転、大規模の修繕若しくは模様替

え、又はその用途を変更する場合にあっては、当該計画の変更に係る計画部分の床

面積の２分の１ 

３ 第１項の場合において、申請に係る計画に法第８７条の２の昇降機に係る部分が含ま

れているときは、同項の手数料のほか、当該昇降機１基につき、次の各号に掲げる場合の

区分に応じ当該各号に定める額の手数料を徴収するものとする。 

（１） 昇降機を設置する場合（次号に掲げる場合を除く。）       ２２，０００円 

（２） 確認を受けた昇降機の計画の変更をして昇降機を設置する場合  １１，０００円 

４ 法第８７条の２において準用する法第６条第１項の規定による確認の申請をしようと

する者からは、一つの建築設備につき、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に

定める手数料を徴収するものとする。 

（１） 建築設備を設置する場合（次号に掲げる場合を除く。）      ２２，０００円 

（２） 確認を受けた建築設備の計画の変更をして建築設備を設置する場合 １１，０００円 

５ 法第８８条第１項又は第２項において準用する法第６条第１項の規定による確認の申
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請をしようとする者からは、一つの工作物につき、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、

当該各号に定める額の手数料を徴収するものとする。 

（１） 工作物を築造する場合（次に掲げる場合を除く。）       ２６，０００円 

（２） 確認を受けた工作物の計画の変更をして工作物を築造する場合  １３，０００円 

６ 建築基準法施行令（昭和２５年政令 338 号。以下「令」という。）第１２８条の６第３

項に規定する区画避難安全検証法、令第１２９条第３項に規定する階避難安全検証法又

は令第１２９条の２第４項に規定する全館避難安全検証法若しくは令第１０８条の３第

２項に規定する耐火性能検証法又は令第１０８条の３第５項に規定する防火区画検証法

により設計を行った場合は、第１項の手数料の額に次の表の額をそれぞれ加算する。ただ

し、各検証法に係る国土交通大臣の認定書が添付される場合は、当該大臣認定書の対象部

分については加算しない。 

 

床面積の合計 加算する額 

１，０００㎡以内のもの ４８，０００円 

１，０００㎡を超え１０，０００㎡以内 ８４，０００円 

１０，０００㎡超えるもの １２０，０００円 

 

７ 令第８２条の５に規定する限界耐力計算又は令第８１条第２項第１号ロに規定する限

界耐力計算と同等以上に安全性を確かめることができるものとして国土交通大臣が定め

る基準に従った構造計算を行った場合は、第１項の手数料の額に次の表の額を加算する。 

 

床面積の合計 加算する額 

１，０００㎡以内のもの ４８，０００円 

１，０００㎡を超え１０，０００㎡以内 ８４，０００円 

１０，０００㎡超えるもの １２０，０００円 

 

８ 法第５６条第７項に規定する「天空率」により設計を行った場合は、第１項の手数料の

額に次の表の額を加算する。 

 

床面積の合計 加算する額 

１，０００㎡以内のもの １２，０００円 

１，０００㎡を超えるもの ２４，０００円 

 

９ 第６項から前項までの設計を行った建築物の当該設計に係る計画を変更して建築物を

建築する場合の手数料の額は、各項に定める加算額の２分の１の額とする。 
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（建築物等に関する中間検査申請手数料） 

第３条 業務規程第４６条第１項に規定する中間検査の申請手数料は、中間検査申請１件

につき次の表に定めるとおりとする。ただし、特例とは法第７条の 5 に規定する建築物に

関する検査の特例をいう。（次条において同じ。） 

 

特例有りの場合 

中間検査を行う部分の床面積 手数料の額 

３０㎡以内 １７，０００円 

３０㎡を超え１００㎡以内 ２１，０００円 

１００㎡を超え２００㎡以内 ２８，０００円 

２００㎡を超え３００㎡以内 ３８，０００円 

３００㎡を超え５００㎡以内 ４６，０００円 

５００㎡を超え１，０００㎡以内 ６３，０００円 

 

特例無しの場合 

中間検査を行う部分の床面積 手数料の額 

３０㎡以内 １９，０００円 

３０㎡を超え１００㎡以内 ２３，０００円 

１００㎡を超え２００㎡以内 ３０，０００円 

２００㎡を超え３００㎡以内 ４０，０００円 

３００㎡を超え５００㎡以内 ４８，０００円 

５００㎡を超え１，０００㎡以内 ６９，０００円 

１，０００㎡を超え２，０００㎡以内 １００，０００円 

２，０００㎡を超え３，０００㎡以内 １７０，０００円 

３，０００㎡を超え４，０００㎡以内 １８０，０００円 

４，０００㎡を超え５，０００㎡以内 ２００，０００円 

５，０００㎡を超え６，０００㎡以内 ２２０，０００円 

６，０００㎡を超え８，０００㎡以内 ２５０，０００円 

８，０００㎡を超え１０，０００㎡以内 ２９０，０００円 

１０，０００㎡を超え１５，０００㎡以内 ３２０，０００円 

１５，０００㎡を超え２０，０００㎡以内 ３６０，０００円 

２０，０００㎡を超え３０，０００㎡以内 ４１０，０００円 

３０，０００㎡を超え５０，０００㎡以内 ４８０，０００円 

５０，０００㎡を超え７０，０００㎡以内 ５７０，０００円 

７０，０００㎡を超え１００，０００㎡以内 ６６０，０００円 
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１００，０００㎡を超えるもの ８１０，０００円 

 

２ 前項の表の床面積については、中間検査対象階までの当該建築に係る部分の床面積に

ついて算定する。 

３ 中間検査の回数が、複数回となる建築物は、当該検査時の対象となる床面積について算

定する。 

 

（建築物等に関する完了検査申請手数料） 

第４条 業務規程第４６条第１項に規定する完了検査の申請手数料は、申請１件につき、次

の表に定めるとおりとする。 

 

特例有りの場合 

 

床面積の合計 

 

 

手数料の額 

センターから中間検

査合格証の交付を受

けた場合の手数料の

額 

３０㎡以内 ２０，０００円 １８，０００円 

３０㎡を超え１００㎡以内 ２４，０００円 ２２，０００円 

１００㎡を超え２００㎡以内 ３３，０００円 ３１，０００円 

２００㎡を超え３００㎡以内 ４５，０００円 ４１，０００円 

３００㎡を超え５００㎡以内 ５０，０００円 ４８，０００円 

５００㎡を超え１，０００㎡以内 ７４，０００円 ６８，０００円 

 

特例無しの場合 

 

床面積の合計 

 

手数料の額 

センターから中間

検査合格証の交付

を受けた場合の手

数料の額 

３０㎡以内 ２２，０００円 ２０，０００円 

３０㎡を超え１００㎡以内 ２６，０００円 ２４，０００円 

１００㎡を超え２００㎡以内 ３５，０００円 ３３，０００円 

２００㎡を超え３００㎡以内 ４７，０００円 ４３，０００円 

３００㎡を超え５００㎡以内 ５２，０００円 ５０，０００円 

５００㎡を超え１，０００㎡以内 ７８，０００円 ７４，０００円 

１，０００㎡を超え２，０００㎡以内 １１０，０００円 １００，０００円 
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２，０００㎡を超え３，０００㎡以内 ２１０，０００円 １９０，０００円 

３，０００㎡を超え４，０００㎡以内 ２２０，０００円 ２００，０００円 

４，０００㎡を超え５，０００㎡以内 ２４０，０００円 ２３０，０００円 

５，０００㎡を超え６，０００㎡以内 ２７０，０００円 ２５０，０００円 

６，０００㎡を超え８，０００㎡以内 ３１０，０００円 ２９０，０００円 

８，０００㎡を超え１０，０００㎡以内 ３６０，０００円 ３３０，０００円 

１０，０００㎡を超え１５，０００㎡以内 ４００，０００円 ３７０，０００円 

１５，０００㎡を超え２０，０００㎡以内 ４５０，０００円 ４１０，０００円 

２０，０００㎡を超え３０，０００㎡以内 ５２０，０００円 ４７０，０００円 

３０，０００㎡を超え５０，０００㎡以内 ６２０，０００円 ５７０，０００円 

５０，０００㎡を超え７０，０００㎡以内 ７４０，０００円 ６７０，０００円 

７０，０００㎡を超え１００，０００㎡以内 ８４０，０００円 ７７０，０００円 

１００，０００㎡を超えるもの １，０２０，０００円 ９４０，０００円 

 

２ 前項の表の床面積の合計は、建築物を建築した場合（移転した場合を除く。）にあって

は当該建築に係る部分の床面積について算定し、建築物を移転し、又はその大規模の修繕

若しくは大規模の模様替をした場合にあっては当該移転、修繕又は模様替に係る部分の

床面積の２分の１について算定する。 

３ 第１項の場合において、申請に係る建築物に法第８７条の２の昇降機が含まれている

ときは、同項の手数料のほか、当該昇降機一基につき、２８，０００円の手数料を徴収す

るものとする。 

４ 法第８７条の２において準用する法第７条第１項の規定による完了検査を申請する場

合、一つの建築設備につき、２８，０００円の手数料を徴収するものとする。 

５ 法第８８条第１項又は第２項において準用する法第７条第１項の規定の規定による完

了検査を申請する場合、一つの工作物につき、１９，０００円の手数料を徴収するものと

する。 

6 完了検査における追加説明書の提出があった場合は、第２条の計画の変更に係る規定を

準用して算定した額を加算して徴収するものとする。 

7 検査又は追加説明書の審査の結果により、申請に係る建築物又は建築設備等の再検査を

行う場合の手数料の額は、検査１件につき次の表に定めるとおりとする。 

 

（再検査の手数料 １件あたり） 

建築物および建築設備等の区分 手数料の額 

床面積が 500 ㎡以内の建築物又は建築設備等 １０，０００円 

床面積が 500 ㎡を超える建築物 ３０，０００円 
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８ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成２７年法律第５３号。以下「省

エネ法」という。）第１２条の規定に基づく建築物エネルギー消費性能適合性判定を受け

た建築物の完了検査の申請手数料は、第１項の手数料の額に次の表の額を加算する。ただ

し、床面積は、当該建築物エネルギー消費性能適合性判定を要する建築物の床面積の合計

とする。 

  

床面積の合計 加算する額 

３０㎡以内のもの ４，０００円 

３０㎡を超え１００㎡以内 ５，０００円 

１００㎡を超え２００㎡以内 ７，０００円 

２００㎡を超え３００㎡以内 ８，０００円 

３００㎡を超え５００㎡以内 １０，０００円 

５００㎡を超え１，０００㎡以内 １５，０００円 

１，０００㎡を超え２，０００㎡以内 ２０，０００円 

２，０００㎡を超え３，０００㎡以内 ４２，０００円 

３，０００㎡を超え４，０００㎡以内 ４４，０００円 

４，０００㎡を超え５，０００㎡以内 ４６，０００円 

５，０００㎡を超え６，０００㎡以内 ５０，０００円 

６，０００㎡を超え８，０００㎡以内 ５８，０００円 

８，０００㎡を超え１０，０００㎡以内 ６６，０００円 

１０，０００㎡を超え１５，０００㎡以内 ７４，０００円 

１５，０００㎡を超え２０，０００㎡以内 ８２，０００円 

２０，０００㎡を超え３０，０００㎡以内 ９４，０００円 

３０，０００㎡を超え５０，０００㎡以内 １１０，０００円 

５０，０００㎡を超え７０，０００㎡以内 １３０，０００円 

７０，０００㎡を超え１００，０００㎡以内 １５０，０００円 

１００，０００㎡を超えるもの ２００，０００円 

 

（検査済証交付前の建築物等の仮使用認定申請手数料） 

第５条 業務規程第４６条第１項に規定する仮使用認定の申請手数料は、申請 1 件につき

１２０，０００円を徴収するものとする。 

 

（検査に係る出張費） 

第６条 中間検査、完了検査及び仮使用認定の検査のために確認検査員等の職員が出張す

る場合は、第３条、第４条及び第５条の申請手数料の額に別表の出張費を加算すること

ができる。 
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（手数料の増額） 

第７条 確認の申請において、あらかじめの検討事項が含まれる場合については、当該検

討事項に係る内容に応じて確認申請手数料を増額することができる。なお、額について

は、理事長が決定するものとする。 

 

（手数料の減額） 

第８条 地域の実情等による場合又は継続して多量の取引が見込める場合若しくは、業務

の効率化が見込める場合においては、第２条から第４条までに定める申請手数料及び第

６条に定める出張費の額についてそれぞれ当該手数料の額を超えない範囲で減額するこ

とができる。なお、額については、理事長が決定するものとする。 

 

（災害に伴う手数料の減額） 

第９条 災害による住宅の被害が罹災証明書等の公的証明書により証明できるときは、第

２条から第４条までに定める確認検査業務手数料を減額することができる。なお、再建に

係る住宅については、延べ面積が５００㎡以下の全ての住宅（長屋、共同住宅、併用住宅

等を含む。）とし、対象とする災害及び額については、理事長が決定するものとする。 

２ 前項の規定により、確認検査業務手数料の減額を受けようとする者は、申請に際し、

建築基準法施行規則により必要とされる書類に前項の証明書の写しを添えなければなら

ない。 

 

（災害公営住宅の手数料の額） 

第１０条 災害公営住宅（公営住宅法に基づき整備される一戸建ての住宅、長屋及び共同

住宅に限る。）の申請手数料については、第２条から第４条までの規定にかかわらず、

理事長が別に定めることができる。ただし、延べ面積が５００㎡を超えるものを除くも

のとする。 

 

（帳簿記載事項証明に関する手数料） 

第１１条 帳簿記載事項証明に係る申請手数料は、証明書（別記様式第１号様式）一通に

つき１，０００円とする。 

 

附 則   

この規程は、平成１１年６月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成１３年３月１日から施行する。 

附 則 
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この規程は、平成１３年１１月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成 14 年 6月 1 日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成 19 年９月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成 20 年 6月 1 日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成 23 年 2月 1 日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成 23 年４月 15日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成 23 年 6月 1 日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成 24 年 1月 16 日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成 25 年 5月 24 日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成 25 年 12 月 1日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成 27 年 8月 1 日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成 29 年 7月 1 日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成 29 年 10 月 1日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成 31 年４月 1日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和元年１１月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和２年 1月 1日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和５年７月 1日から施行する。 
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別表 

検査に係る出張費 

 

市町村 地 域 出張費 

石巻市 田代島、網地島、鮎川浜金華山  

30,000 円 女川町 江島、出島 

塩竃市 浦戸石浜、浦戸桂島、浦戸寒風沢、浦戸野々島、

浦戸朴島 

 

注） 

1， 罹災証明書等の公的証明書のある住宅及び災害公営住宅は、出張費を免除する。 

2， 確認検査と瑕疵保険検査、適合証明（フラット 35）若しくは災害復興融資住宅検査が

同時検査の場合は、出張費を免除する。 

3， 検査日程を勘案し宿泊を要する場合は、宿泊費相当額を加算する。 


